
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】
３１年度 ３６年度

実績値 達成度 目標値 目標値 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ 22 440.0% 10 15

【Ⅲ．指標による評価】

ⅰ

施策評価調書（２８年度実績）
施策コード Ⅱ－２－（５）

政策体系
　施策名　急速に進化する情報通信技術の普及・活用 所管部局名 商工労働部 長期総合計画頁 103

　政策名　多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保 関係部局名 商工労働部、企画振興部

取組№ ① ② ③

取組項目
ＩＣＴの新たな潮流を捉えた

新サービスの創造
県内津々浦々における快適な

情報通信環境の提供
ＩＣＴを活用した行政手続きの効率化と

サービスの向上

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 ２８年度 目標達成度（％）

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

達成
　H28年度の経営革新計画承認件数96件のうち、ＩＣＴを活用した件数は22件であった。特にＩＴ機器によるサービス提供がH26年度の6件から16件に増えるな
ど、IoT活用への関心の高まり等により、新サービスの創出に取り組む企業が増加し、目標値を達成した。

達成

年度 基準値 目標値

経営革新承認件数のうちＩＣＴを活用した数（件） ① H26 7 5



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

②

③

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

①

Ａ

・データ分析を基軸とした経営課題の解決や新サービスの創出につなげるため、県内企業によるＩＣＴ・データ利活用推進の取り組みを進めてきた。引き続き、その分析
知識を活用し、ＩＴの普及を進めるとともに、県内地域課題の解決やオープンイノベーションの推進を図る｢大分県版第4次産業革命“ＯＩＴＡ4.0”への挑戦」に取り組む。
・地域課題(ニーズ)とＩｏＴ等を活用し課題を解決する技術力(シーズ)をマッチングさせたプロジェクトを創出し、それを支援する｢おおいたＩｏＴプロジェクト推進事業｣を行
う。
・大分県版第4次産業革命“ＯＩＴＡ4.0”を支える基盤である｢ＩＴ人材｣の確保・育成のため、小中学生プログラミング教室、高校生アイデアソン・ハッカソン、若年ＩＴ技術者
のコミュニケーション能力等の向上を図る｢おおいたＩＴ人材塾｣を引き続き開催するとともに、新たに人材確保を支援する｢アプリ開発人材育成支援事業｣や｢県内ＩＴ企業
と工業系高校生とのマッチング事業｣を実施する。
・情報通信環境は、災害時の緊急連絡手段等、重要な社会基盤である。国の整備の在り方等の検討動向を注視しながら、民間事業者や市町村と連携し、環境の整備
を推進する。
・電子申請については、簡易申請機能の利便性を研修や広報により広く浸透させ、手続き・申請件数の拡大を図る。

○第5回「安心・活力・発展プラン2015」推進委員会（H29.2）
・若いときからのＩＴ人材の育成が必要。
・プログラミングは小中学生から教えていくことが大事。
・アプリケーション開発人材を育成する取り組みを進めてほしい。

総合評価 施策展開の具体的内容

129

③

・法人向け手続き様式の拡大及びシステム機能改善を引続き実施する
とともに、利用者がＩＤ・パスワードを必要としない簡易申請機能の利用
拡充を庁内及び県内市町村で推進した結果、県民向け電子申請手続
数が306件と前年度より30件増加した。

39,919 A 終了 127

②

・携帯電話の不感地域57地区（H27年度末)のうち、H28年度は１地区に
おいて電気通信格差是正事業により基地局等整備を実施し、不感が解
消された。
・ブロードバンドサービスやケーブルテレビ放送サービスを提供するた
め、豊の国ハイパーネットワークを約4,180ｋｍ(芯線長）貸付け、引き続
き民間の利活用を促進している。

地域経済分析システム普及促進事業 17,171 A 終了

電子申請等受付システム構築事業 29,334 A 継続・見直し

主要な施策の
成果掲載頁総合評価 ２９年度の方向性

①

・ＩＴ技術者等を対象に「おおいたＩＴ人材塾」を開催した結果、塾生同士で
協業しビジネスプランを検討したり、卒塾生が中心となり形成した自主コ
ミュニティにおいて、情報交換等が行われる等、企業の枠を超えた交流
が図られた。
・県内中小企業108社(133人)を11グループに分け、自社データ分析演
習を実施した結果、新サービス創出や経営課題解決に必要となるデー
タ分析知識の習得が図られた。また、経営戦略実践のためのＩＴ経営計
画書作成演習を実施した結果、先進的に取り組む16社の計画書が策定
された。

情報産業振興事業 31,344 A 終了

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（２８年度事業）
事業コスト

（千円）

事務事業評価

13

電気通信格差是正事業 24,653 D 例外的に継続 128

126

ＩＣＴ・データ利活用推進事業


